
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 21日

上   場   会   社   名     三井倉庫株式会社 上場取引所 東 ・大

コード番号      9302 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　秋山 法之 TEL (03) 3667 - 5335
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 21日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 44,815 - 2,443 - 2,077 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 90,325 3,825 3,118

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 △ 579 - △ 4.17 -
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 1,741 12.53 12.49
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期25 百万円   11年 9月中間期       -        百万円   12年 3月期19 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 - 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

     ⑤12年9月中間期の中間純利益の減少は、主に退職給付に係る会計基準適用に伴う退職給付積立不足の一括償却による

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 118,294 48,776 41.2 350.76
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 110,541 45,336 41.0 326.03

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 4,057 △ 1,182 △ 2,781 8,294
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 6,132 △ 333 △ 4,968 8,195

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  23　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 90,000 3,500 △ 1,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △8 円 61 銭 

（注）当期純利益の減少は、主に退職給付に係る会計基準適用に伴う退職給付積立不足の一括償却による
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企業集団の状況 

 

 当社の企業集団は当社、子会社４３社及び関連会社１４社で構成され、その業務は倉庫業を中核的事

業とし、港湾運送業、国内運送業、及び国際運送取扱業を有機的・効率的に運営する物流事業とビル賃

貸を中心とする不動産事業であります。 

 当社は重要性の判断基準により、２３社を連結子会社に、２社を持分法適用関連会社として組み込み、

連結決算上の対象会社としております。これを事業の種類別セグメントとの関連で示せば、次の通りで

あります。 

 

 

荷         主 

 

 

 

当      社 

 

物    流    事    業 

(倉庫業・港湾運送業・国内運送業・国際運送取扱業・その他の付帯業務) 

 

不 動 産 事 業 

（不動産賃貸業） 

 

 

                  役務の提供                                          土地の賃貸 

 

  

（持分法適用関連会社） 

森吉通運（株） 

東海建業有限公司 

 

 （連結子会社） 

三井倉庫オフイス

ビルディング（株）

  

 

（非連結子会社） 
エム・エス物流サービス（株）

MITSUI-SOKO(THAILAND)CO.,

LTD. 

MITSUI-SOKO(PHILIPPINES)I

NC 

他 

 

 

倉
庫
賃
貸 

 （連結子会社） 

 

北 海 三 井 倉 庫 （              株） 

（株）ｻ ﾝ ･ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｻ ﾎ ﾟ ｰ ﾄ             

（株）ﾄ ｰ ｼ ﾝ ･ ｴ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｽ ﾞ             

東 京 三 新 サ ー ビ ス （              株） 

三 倉 （              株） 

ｱ ｲ ｴ ﾑ ｴ ｷ ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｽ （              株） 

東 港 丸 楽 海 運 （              株） 

三 栄 （              株） 

サ ン ソ ー 港 運 （              株） 

三 興 陸 運 （              株） 

（株）ミ   ツ   ノ   リ             

三 進 （              株） 

三 井 倉 庫 港 運 （              株） 

共 進 （              株） 

共 進 陸 運 （              株） 

ｻ ﾝ ｿ ｰ ﾏ ﾘ ﾝ ｼ ｽ ﾃ ﾑ （              株） 

井 友 港 運 （              株） 

MITSUI-SOKO(U.S.A.)INC 
MITSUI-SOKO(SINGAPORE)PTE.LTD. 

MITSUI-S OK O(MALAYS IA )SDN.BHD. 

M I T E X  I N T E R N A T I O N A L ( H . K . ) L T D 

（非持分法適用関連会社）

板橋商事（株） 
上海華和国際儲運有限公司 

他 

 

（連結子会社） 
 

MITSUI-SOKO 

INTERNATIONAL PTE.L

TD. 

 

 

 

 

（注）当中間期において（株）ｻﾝ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｻｲｴﾝｽは、（株）ｻﾝ･ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄに名称を変更しております。
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経 営 方 針 

 

 当社並びにグル－プ各社は、主たる業務である物流事業を通じて社会に貢献することを基本とし、

顧客満足度の高い良質な物流サ－ビスを提供しうる“総合物流企業”としての基盤を強化拡大し、顧

客はもとより、株主、従業員からも信頼される企業として、効率的事業運営のもと利益の継続的な向

上を図ってまいりたいと考えております。 

 利益配分につきましては、会社の堅実な成長と物流を支える企業としての社会的使命に応えるべく

物流施設の拡充やＩＴを駆使した物流システムの強化等今後の事業展開に備え、財務体質の強化を図

りつつ利益水準を考慮した安定配当を実施いたし、株主各位の支援に報いる所存であります。内部留

保資金につきましては、主に情報化投資及び財務体質強化のための借入金返済資金等に充てることと

しております。 

 尚、中間配当につきましては、１１月２１日開催の取締役会におきまして１株につき３円とするこ

とを決議いたしました。 

 今後の物流業界の業況は、経済や企業環境のグロ－バル化に伴う物流構造の変化が続き、企業間競

争の激化とともに、物流の効率化・合理化という社会的な要請に応えるための経営努力を一段とせま

られる等非常に厳しい事業環境下にあって、当社は、中長期的な経営戦略として、グル－プ各社の体

質強化や当社グループ相互の連携を強化しながら物的･人的資源の効率的運営を図るとともに、既存荷

主の利便性を高め、また、新規荷主の開拓に取り組むために、営業拠点の整備・拡充を行い、更に情

報通信技術を活用した付加価値の高い物流商品の開発を積極的に進めることとしております。 

 今後ともグル－プ力を結集して、個々の顧客の物流ニ－ズに柔軟かつ的確に対応した物流システム

を構築し、合理的で効率の良い顧客本位の営業を展開する一方、組織の活性化や徹底した諸経費の削

減をさらに進め、収益性の向上に全力を挙げる所存であります。 

 

 

経 営 成 績 

１．当期の概況 

 （１）全般の概況 

  当上半期の我が国経済は景気の長期低迷局面の中で、民間設備投資の持ち直しや個人消費の下げ止

まりの様相が見られたものの、失業率の高率推移などの不安材料から相変わらず低調に推移いたしま

した。また海外においては米国経済の好調さに支えられアジア経済も総じて堅調に推移いたしました。

こうした経済情勢の中にあって、当物流業界においては貨物流通量、在庫量とも堅調な動きを示し始

めてはおりますが、依然として物流合理化の影響や企業間競争の激化もあり、なお厳しい状況で終始

いたしました。 

 当社グループはこのような業況の中で、物流情報システムの充実と合わせ国内外における施設、拠

点と強力な営業体制を駆使して、顧客ニーズに適合した物流サービスの提供を図り、取扱量の拡大と

収益の維持向上に全力を尽くしました。 

 この結果、当中間期の連結営業収益は４４８億１５百万円となり、ほぼ期初の予想値並みの売上を

達成いたしました。利益面では人件費や賃借料等の削減に努めたこともあり、連結営業利益は２４億

４３百万円、連結経常利益は２０億７７百万円となり、いずれも期初の予想値を上回りました。これ

に退職給付に係る会計基準の適用に伴い、当社の会計基準変更時差異５７億１百万円は保有株式によ

る退職給付信託を設定する事により当上半期に一括償却し、連結子会社の同変更時差異３１億３２百

万円はその２分の１相当額である１５億６６百万円を償却（下半期に同額を償却予定）したこと等に

よる特別損益の計上もあり、当期純損失は５億７９百万円となりました。 

  なお、当中間期より中間連結決算を実施しているため、営業収益、損益、キャッシュフロー等の前

連結中間期との比較は行っておりません。 
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 （２）事業の種類別セグメントの概況 

イ) 物流事業 
  倉庫業務は新規貨物を含めた取り扱いの増加により、入庫量･在庫量とも堅調に推移したしました。

港湾運送業務はコンテナターミナル業務の取扱量が減少したため、低調に推移いたしました。運送業

務は取扱量の増加と新規配送業務の受託などにより順調に推移いたしました。この結果、物流事業全

体としての営業収益は４０４億２５百万円となり、営業利益は１２億３８百万円となりました。 
ロ) 不動産事業 

  不動産賃貸業務は安定した業績を挙げており、営業収益は４５億６４百万円となり、営業利益は 

２６億５４百万円となりました。 

    

 （３）所在地別セグメントの概況 

イ) 日本 

  国内では貨物流通量、在庫量ともに堅調な動きを示し始めたものの、依然として各企業の物流経費

削減要請は強く、事業環境は厳しい状況下にありましたが、当社グループは積極的な集貨活動と諸経

費の削減に努めました。この結果、営業収益は４１２億４８百万円、営業利益は３１億８４百万円と

なりました。 

ロ) その他の地域 

  米国、アジア地域の経済は堅調に推移いたしました。この結果、営業収益は４８億２８百万円、営

業利益は７億７百万円となりました。 

 

 （４）キャッシュ・フロ－の状況 

  当中間期の営業活動によるキャッシュフローは、退職給付変更時差異償却費用を特別損失に計上し

たため税金等調整前当期純利益がマイナスとなったものの、退職給付信託設定による変更時差異償却

費用が非資金損益項目として調整されたこと等により、４０億５７百万円の増加となりました。 

  投資活動によるキャッシュフローは、有形固定資産等の取得による支出により１１億８２百万円の

減少となり、財務活動によるキャッシュフローも主に長期借入金の返済により２７億８１百万円の減

少となりました。 

  以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前期末より９８百万円増の８２億９４百万円となり

ました。 

 

 

２．通期の見通し 

   今後の物流業界の状況は引き続き不透明な経済情勢の中で、貨物流通量、在庫量とも急速な増加は

望めず、顧客の物流経費削減要請や企業間競争は依然として続くものと予想され、事業環境は厳しい

状況で推移するものと思われます。このような環境下にあって、当社はグループ各社の連携を更に強

化するとともに、個々の顧客に合理的で効率の良い物流システムを提案できる営業を展開する一方、

諸経費の削減をさらに進めて企業体質の強化を図るとともに、収益の向上に全力を挙げる所存であり

ます。 

  通期の業績予想につきましては、上記事情を勘案しまして連結営業収益は期初の予想値並みの９００

億円程度、連結経常利益は諸経費の削減効果もあり、期初の予想値に比べ５億円増の３５億円程度、

連結当期純損失は退職給付に係る会計基準変更時差異約８８億円の一括償却による特別損失の計上等

もありますが、期初の予想値に比べ５億円改善された１２億円程度と予想しております。 
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中間連結財務諸表等 

中間連結財務諸表 

①中間連結貸借対照表 

 単位:百万円

科 目         当中間連結会計期間末 前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

 平成12年9月30日現在 平成12年3月31日現在 

 金 額         構成比 金 額        構成比

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ 流 動 資 産           

現 金 及 び 預 金               9,396 8,903

受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 金               16,991 16,071

有 価 証 券               54 6,804

繰 延 税 金 資 産               775 573

そ の 他 の 流 動 資 産               1,930 2,280

貸 倒 引 当 金               △ 402 △ 389

流 動 資 産 合 計               28,747 24.3% 34,242 31.0%

Ⅱ 固 定 資 産           

１．有 形 固 定 資 産               

建 物 及 び 構 築 物              45,505 47,070

機 械 装 置 及 び 運 搬 具              2,753 2,858

土 地              10,932 10,911

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産              1,483 1,474

有 形 固 定 資 産 合 計               60,674 51.3% 62,315 56.4%

２．無 形 固 定 資 産               

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産              4,936 4,194

無 形 固 定 資 産 合 計               4,936 4.2% 4,194 3.8%

３．投 資 そ の 他 の 資 産               

投 資 有 価 証 券              19,558 4,657

長 期 貸 付 金              559 611

繰 延 税 金 資 産              669 389

そ の 他 の 投 資              3,353 3,615

貸 倒 引 当 金              △ 204 △ 211

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計               23,936 20.2% 9,063 8.2%

固 定 資 産 合 計               89,547 75.7% 75,572 68.4%

Ⅲ 為 替 換 算 調 整 勘 定           - 726 0.7%

資 産 合 計               118,294 100.0% 110,541 100.0%
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 単位:百万円

科 目         当中間連結会計期間末 前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

 平成12年9月30日現在 平成12年3月31日現在 

 金 額         構成比 金 額        構成比

（ 負 債 の 部 ）                 

Ⅰ 流 動 負 債           

支 払 手 形 及 び 営 業 未 払 金               7,259 7,170

短 期 借 入 金               8,943 8,725

未 払 法 人 税 等               1,293 731

賞 与 引 当 金               1,803 1,817

そ の 他 の 流 動 負 債               4,020 2,693

流 動 負 債 合 計               23,320 19.7% 21,139 19.1%

Ⅱ 固 定 負 債           

社 債               9,402 9,402

長 期 借 入 金               23,907 26,518

繰 延 税 金 負 債               4,333 1,097

退 職 給 与 引 当 金               － 4,233

退 職 給 付 引 当 金               5,907 －

役 員 退 任 慰 労 引 当 金               842 823

そ の 他 の 固 定 負 債               917 958

固 定 負 債 合 計               45,309 38.3% 43,033 38.9%

負 債 合 計               68,629 58.0% 64,173 58.1%

（少 数 株 主 持 分 ）             

少 数 株 主 持 分               888 0.8% 1,032 0.9%

（ 資 本 の 部 ）             

Ⅰ 資 本 金           11,100 9.4% 11,100 10.0%

Ⅱ 資 本 準 備 金           5,563 4.7% 5,563 5.0%

Ⅲ 連 結 剰 余 金           27,748 23.4% 28,689 26.0%

Ⅳ その他有価証券評価差額金 5,186 4.4% -

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定           △ 806 △0.7% -

Ⅵ 自 己 株 式           △ 0 △0.0% △0 △0.0%

Ⅶ 子会社の所有する親会社株式 △ 15 △0.0% △ 15 △0.0%

資 本 合 計               48,776 41.2% 45,336 41.0%

   負債、少数株主持分及び資本合計 118,294 100.0% 110,541 100.0%

 

                                                     （当中間期）                （前期） 
（１）有形固定資産の減価償却累計額             ７２，４１４百万円         ７０，５９４百万円 
（２）受取手形裏書譲渡高                             １２５百万円               １４０百万円 
（３）保証債務                                    ７，６０６百万円           ７，２０２百万円 
（４）自己株式の数                                ３５７，１８９株           ３５７，２６４株 
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②中間連結損益計算書 
 単位:百万円

 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

科  目 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 

 至 平成12年9月30日 至 平成12年3月31日 

 金  額 構成比 金  額 構成比

Ⅰ．営 業 収 益             

保 管 料              5,472 10,474 

倉 庫 荷 役 料              3,584 6,557 

港 湾 作 業 料              10,807 22,985 

運 送 料              14,433 29,570 

不 動 産 収 入              4,448 8,935 

そ の 他              6,068 44,815 100.0% 11,802 90,325 100.0%

Ⅱ．役 務 等 原 価             

作 業 直 接 費              20,685 42,239 

賃 借 料              3,129 6,477 

減 価 償 却 費              2,183 4,671 

給 料 手 当              6,321 12,875 

そ の 他              6,815 39,134 87.3% 13,341 79,604 88.1%

 営  業  総  利  益             5,680 12.7%  10,721 11.9%

Ⅲ．販売費及び一般管理費             

減 価 償 却 費              296 644 

報 酬 ・ 給 料 手 当              1,771 3,814 

そ の 他              1,169 3,237 7.2% 2,436 6,895 7.6%

 営 業 利 益             2,443 5.5%  3,825 4.2%

Ⅳ．営 業 外 収 益             

受 取 利 息              19 48 

受 取 配 当 金              199 561 

有 価 証 券 売 却 益              － 245 

役 員 退 職 引 当 金 取 崩              － 235 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益              25 19 

そ の 他              291 536 1.2% 564 1,674 1.9%

Ⅴ．営 業 外 費 用             

支 払 利 息              654 1,401 

役 員 退 任 慰 労 金              － 235 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額              － 230 

有 価 証 券 評 価 損              － 145 

そ の 他              247 902 2.0% 369 2,382 2.6%

 経 常 利 益             2,077 4.6%  3,118 3.5%

Ⅵ．特 別 利 益             

退 職 給 付 信 託 設 定 益              4,937 － 

外貨建長期貸付金為替差益              84 － 

投 資 有 価 証 券 売 却 益              27 5,049 11.3% － －

Ⅶ．特 別 損 失             

退職給付変更時差異償却費用              7,268 － 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損              170 － 

投 資 有 価 証 券 評 価 損              138 － 

荷 役 機 器 等 除 却 損              － 7,576 16.9% 78 78 0.1%

  税金等調整前中間(当期)純利益 △ 449 △ 1.0%  3,039 3.4%

   法人税、住民税及び事業税              1,180 1,495 

   法 人 税 等 調 整 額              △ 996 184 0.4% △ 188 1,306 1.4%

   少 数 株 主 損 失              54 0.1%  8 0.0%

 中間（当期）純利益（△純損失） △ 579 △ 1.3%  1,741 1.9%
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③中間連結剰余金計算書 
単位:百万円

   当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 科 目          自  平成12年4月 1日 自  平成11年4月 1日 

   至  平成12年9月30日 至  平成12年3月31日 

    

Ⅰ．連 結 剰 余 金 期 首 残 高               28,689 29,262 

 過 年 度 税 効 果 調 整 額  － 28,689 △205 29,057

    

Ⅱ．連 結 剰 余 金 増 加 高                

 
連結子会社株式追加所得による 

増加高 
 87 － 

 連結子会社増加による増加高  － 87 97 97

    

Ⅲ．連 結 剰 余 金 減 少 高                

 配 当 金  418 836 

 役 員 賞 与  30 50 

 （ う ち 監 査 役 賞 与 ）  (1) (3) 

 
持分法適用会社から連結子会社へ

の 移 行 に よ る 減 少 高 
 － 448 1,321 2,207

    

Ⅳ．中間（当期）純利益（△純損失）  △ 579  1,741

    

Ⅴ．連結剰余金中間期末（期末）残高  27,748  28,689
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 単位:百万円

 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 科 目           自  平成12年4月 1日 自  平成11年4月 1日 

 至  平成12年9月30日 至  平成12年3月31日 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュフロー 

 税金等調整前中間（当期）純利益（△純損失） △ 449 3,039

 減 価 償 却 費 2,480 5,315

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ― 14

 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 5 226

 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 14 △ 214

 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 ― △ 105

 退職給付・役員退任慰労引当金の増減額 1,692 ―

 退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 4,937 ―

 退職給付（信託設定）変更時差異償却費用 5,700 ―

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 219 △ 609

 支 払 利 息 654 1,401

 為 替 差 損 △ 6 13

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 25 △ 19

 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ 20 △ 19

 有 価 証 券 売 却 益 △ 27 △ 248

 有 形 固 定 資 産 除 却 損 23 143

 有 価 証 券 評 価 損 306 145

 売 上 債 権 の 増 減 額 △ 919 △ 226

 仕 入 債 務 の 増 減 額 88 △ 430

 そ の 他 795 623

 小    計 5,125 9,051

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 215 610

 利 息 の 支 払 額 △ 664 △ 1,405

 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 619 △ 2,123

    営業活動によるキャッシュフロー 4,057 6,132

Ⅱ．投資活動によるキャッシュフロー 

 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 ― △ 170

 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ― 2,376

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 514 △ 1,552

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 32 95

 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 228 △ 671

 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 147 △ 314

 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 75 7

 貸 付 け に よ る 支 出 △ 119 △ 217

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 114 105

 定期預金へ（から）の振替による支出（収入） △ 394 10

    投資活動によるキャッシュフロー △ 1,182 △ 333

Ⅲ．財務活動によるキャッシュフロー 

 短 期 借 入 れ に よ る 収 入 69 244

 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 131 △ 223

 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 17 310

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 2,317 △ 4,463

 配 当 金 の 支 払 額 △ 419 △ 836

    財務活動によるキャッシュフロー △ 2,781 △ 4,968

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △ 30

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 98 800

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 8,195 5,950

Ⅶ．連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― 1,444
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Ⅷ．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 8,294 8,195

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（イ）連結子会社の数   ２３社 

主要な連結子会社名 

三井倉庫オフイスビルディング（株）、東港丸楽海運（株）、サンソー港運（株）、三興陸運（株）、 

（株）ミツノリ、三井倉庫港運（株）、三進（株）、共進（株）、共進陸運（株）、井友港運（株）、MIT

SUI-SOKO(U.S.A.)INC.、MITSUI-SOKO INTERNATIONAL PTE LTD、MITSUI-SOKO (SINGAPORE) PTE LTD 

（ロ）主要な非連結子会社の名称等 

エム・エス物流サービス（株）、MITSUI-SOKO(THAILAND)CO.,LTD 

非連結子会社は、それぞれ総資産、売上高、中間純損益及び剰余金のいずれにおいても中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（イ）持分法を適用した関連会社数 ２社 

森吉通運（株）、東海建業有限公司 

（ロ）持分法非適用会社（板橋商事（株）他）は、それぞれ中間連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、MITSUI-SOKO(U.S.A.)INC.、MITSUI-SOKO(SINGAPORE)PTE LTD、MITSUI-SOKO (MALAY

SIA)SDN BHD、MITSUI-SOKO INTERNATIONAL PTE LTD、MITEX INTERNATIONAL(H.K.)LTD の中間決算日は 6

月 30 日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
   満期保有目的債券            ‥‥‥  償却原価法 
   子会社株式及び関連会社株式   ‥‥‥ 移動平均法による原価法 
   その他有価証券 
     時価のあるもの  ‥‥  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法による） 
      時価のないもの ‥‥ 移動平均法による原価法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法によっています。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備は除く）、並び

に海外連結子会社については定額法によっております。 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、その支給見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（8,834 百万円）については当連結会計年度で一括償却を行い、当中間連

結会計期間の費用は、連結情報提出会社は退職給付信託を設定したためその費用全額を、又連結子会

社は年度の１／２を計上しております。 

④ 役員退任慰労引当金 

役員の退任慰労金の支出に備えるため、会社所定の基準に基づき計上しております。 

 

（４）重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 

５．中間連結キャッシュフロー計算書（連結キャッシュフロー計算書）における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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追加情報 

（退職給付会計） 

当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、退職給付費用（特別損失を含む）が 7,169 百万円増加し、営業利益、経常利益は 98 百万円多く、税引

前中間純利益は、退職給付信託設定益（特別利益）4,937 百万円を相殺後 2,231 百万円少なく計上されてお

ります。 

（金融商品会計） 

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、経常利益は 276 百万円多く、税金等調整前中間純利益は 106 百万円多く計上されております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券は投資有価証券として表示して

おります。これにより流動資産の有価証券は従来の方法によった場合に比べ 5,801 百万円減少し、投資有

価証券は評価差額を加え 15,018 百万円増加しております。 

（外貨建取引等会計基準） 

当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する

意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった

場合と比較して、税金等調整前中間純利益は 84 百万円多く計上されております。 

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則

の改正により、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。 

 

 

注記事項 

（中間連結キャッシュフロー計算書関係） 

現金及び現金同等物中間期末残高と当期の中間連結貸借対照表上の現金及び預金勘定中間期末残高との

関係 

現金及び預金勘定                                ９，３９６百万円 

預入期間が 3ヶ月を超える定期預金       △１，１０２百万円 

現金及び現金同等物の中間期末残高               ８，２９４百万円 

 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額相当額                               ３，６３６百万円 

・リース物件の減価償却累計額相当額                         ２，２５０百万円 

・リース物件の中間期末残高相当額                           １，３８６百万円 

・未経過リース料中間期末残高相当額 

１ 年 以 内                       ４７０百万円 

１ 年 超                       ９１５百万円  

     合  計            １，３８６百万円  

  なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

・支 払 リ ー ス 料                                          ２７４百万円 

・減価償却費相当額                                                ２７４百万円 

  減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 



 12

（有価証券関係） 

有 価 証 券 

（単位 百万円） 

当中間連結会計期間末（平成 12 年 9月 30 日現在） 

種  類 

中間連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

１．満期保有目的の債券で時

価のあるもの  
         ――          ――         ―― 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 

２．その他有価証券で時価の

あるもの 

    株 式         

    債 券         

    そ の 他         

    合 計         

 

 

                   

6,038 

                      

66 

                     

129 

                   

6,234 

 

 

                  

14,965 

                      

70 

                     

140 

                  

15,175 

 

 

                

8,926 

                    

4 

                   

10 

                

8,940 

３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

   （その他有価証券） 

            非 上 場 株 式                      1,411 
 

（デリバティブ取引関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成 12 年 4月 1日 至 平成 12 年 9月 30 日） 

     デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

 

 

 

参考：前連結会計年度 

     有 価 証 券 の 時 価 等                                                                         （単位 百

万円） 

前連結会計年度（平成 12 年 3月 31 日現在） 

種  類 

連結貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの 

株 式         

債 券         

そ の 他         

小 計         

6,555

65

          21

   6,742

22,271

70

        148

22,490

15,716

4

        27

15,748
固定資産に属するもの 

株 式         

債 券         

そ の 他         

小 計         

171

―

          ―

171

237

―

       ―

237

66

―

        ―

66

合 計           6,913 22,728 15,814

（注）（１）時価（時価相当額を含む）の算定方法 

          ① 上 場 有 価 証 券                   主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

          ② 非上場の証券投資信託の受益証券    基準価格によっております。 
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          ③ 非上場債券の時価又は時価相当額の算定は、日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、 

      残存償還期間等に基づいて算定した価格によっております。 

     （２）開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額 

             （固定資産）                非上場株式     4,486 百万円 

 

セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成12年4月1日 至平成12年9月30日） 

単位百万円（百万円未満切捨）

    物流事業 不動産事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営業収益及び営業損益   

 営    業    収    益   

 （１） 外部顧客に対する営業収益  40,373 4,442 44,815 - 44,815

 （２） セ グ メ ン ト 間 の 内 部 収 益   

  又 は 振 替 高  52 122 175 (175) -

  計  40,425 4,564 44,990 (175) 44,815

  営 業 費 用  39,187 1,910 41,098 1,274 42,372

  営 業 利 益  1,238 2,654 3,892 (1,449) 2,443

注 （１）事業区分は連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法の類似性を勘案し、物流事業・

不動産事業に区分しております。 

   （２）各事業の主な業務 

物流事業  ………倉庫、港湾運送、陸上運送及び国際運送取扱の各業務 

不動産事業………不動産賃貸業務 

   （３）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、1,449 百万円であります。 

 

前連結会計年度（自平成11年4月1日 至平成12年3月31日） 

単位百万円（百万円未満切捨）

    物流事業 不動産事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営業収益及び営業損益   

 営    業    収    益   

 （１） 外部顧客に対する営業収益  81,390 8,935 90,325 - 90,325

 （２） セ グ メ ン ト 間 の 内 部 収 益   

  又 は 振 替 高  630 224 855 (855) -

  計  82,020 9,160 91,180 (855) 90,325

  営 業 費 用  80,603 3,877 84,481 2,018 86,500

  営 業 利 益  1,417 5,282 6,699 (2,873) 3,825

注 （１）事業区分は連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法の類似性を勘案し、物流事業・

不動産事業に区分しております。尚、前期まで情報処理業務を「その他の事業」として区分しておりましたが、

物流事業に対する内部取引がその大半を占めていることから、当期より物流事業に含めて記載しております。「そ

の他の事業」の当期金額は、営業収益 439 百万円、営業利益 131 百万円、資産 1,100 百万円、減価償却費 6 百万

円、資本的支出０百万円であります。 

   （２）各事業の主な業務 

物流事業  ………倉庫、港湾運送、陸上運送及び国際運送取扱の各業務 

不動産事業………不動産賃貸業務 

   （３）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用
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であり、その金額は、当期 2,873 百万円、前期 3,094 百万円であります。 
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２．所在地別のセグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成12年4月1日 至平成12年9月30日） 

単位百万円（百万円未満切捨）

    日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営業収益及び営業損益   

 営    業    収    益   

 （１） 外部顧客に対する営業収益  40,648 4,167 44,815 - 44,815

 （２） セ グ メ ン ト 間 の 内 部 収 益   

  又 は 振 替 高  600 661 1,262 (1,262) -

  計  41,248 4,828 46,077 (1,262) 44,815

  営 業 費 用  38,064 4,121 42,185 187 42,372

  営 業 利 益  3,184 707 3,892 (1,449) 2,443

 

前連結会計年度（自平成11年4月1日 至平成12年3月31日） 

単位百万円（百万円未満切捨）

    日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．営業収益及び営業損益   

 営    業    収    益   

 （１） 外部顧客に対する営業収益  81,081 9,244 90,325 - 90,325

 （２） セ グ メ ン ト 間 の 内 部 収 益   

  又 は 振 替 高  1,231 995 2,226 (2,226) -

  計  82,312 10,239 92,552 (2,226) 90,325

  営 業 費 用  76,989 8,863 85,853 646 86,500

  営 業 利 益  5,323 1,376 6,699 (2,873) 3,825

注 （１）国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一括して記載

しております。 

   （２）日本以外の区分に属する主な国又は地域 

   その他の地域………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン 

   （３）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、当中間期 1,449 百万円、前連結会計年度 2,873 百万円であります。 

 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間（自平成12年4月1日 至平成12年9月30日） 

  単位:百万円（百万円未満切捨）

  そ の 他 の 地 域 計 

Ⅰ． 海 外 売 上 高 4,828 4,828

Ⅱ． 連 結 売 上 高 - 44,815

Ⅲ． 連 結 売 上 高 に 占 め る 

 海 外 売 上 高 の 割 合 10.8% 10.8%

 

前連結会計年度（自平成11年4月1日 至平成12年3月31日） 

  単位:百万円（百万円未満切捨）

  そ の 他 の 地 域 計 

Ⅰ． 海 外 売 上 高 10,239 10,239

Ⅱ． 連 結 売 上 高 - 90,325

Ⅲ． 連 結 売 上 高 に 占 め る 

 海 外 売 上 高 の 割 合 11.3% 11.3%

注 （１）海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   （２）国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一括して記載

しております。 

   （３）その他の地域に属する主な国………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン 



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 21日

上   場   会   社   名   三井倉庫株式会社 上場取引所 東 ・大

コード番号      9302 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　秋山 法之 TEL (03) 3667 - 5335
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月   8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 34,557 1.9 1,252 11.4 1,228 △ 8.9
11年 9月中間期 33,897 △ 6.1 1,124 △ 34.2 1,348 △ 27.6
12年 3月期 68,567 2,119 2,031

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 221 △ 74.1 1.59
11年 9月中間期 854 18.5 6.13
12年 3月期 1,214 8.71
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 139,415,013 株   11年 9月中間期 139,415,013 株   12年 3月期 139,415,013 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

     ④12年9月中間期の中間純利益の減少は退職給付に係る会計基準適用に伴う退職給付積立不足の一括償却等による

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当    -  円     銭

12年 9月中間期 3.00 －    特別配当    -  円     銭

11年 9月中間期 3.00 －
12年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 86,696 39,104 45.1 280.49
11年 9月中間期 79,722 34,215 42.9 245.42
12年 3月期 78,326 34,157 43.6 245.01
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 139,415,013 株   11年 9月中間期 139,415,013 株   12年 3月期 139,415,013 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 69,500 2,100 650 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4 円 66 銭 

（注）退職給付に係る会計基準変更時差異5,701百万円は、当中間期において一括償却を行っております。
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（個別中間財務諸表の概要添付資料） 

 個別中間財務諸表  

（１）中間貸借対照表 

（単位 百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の        

要約貸借対照表 
（平成 11 年 9月 30 日） （平成 12 年 9月 30 日） （平成 12 年 3月 31 日）

 

           期 別 

 

 科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 （ 資 産 の 部 ）         ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金            3,948 3,576  3,327

受 取 手 形            196 298  218

営 業 未 収 金            12,236 12,771  12,428

有 価 証 券            6,919 -  6,722

前 払 費 用            250 234  152

短 期 貸 付 金            138 97  133

立 替 金            485 884  703

繰 延 税 金 資 産            401 590  428

そ の 他            1,741 391  1,172

貸 倒 引 当 金            △ 194 △ 384  △ 378

流 動 資 産 合 計            26,125 32.8 18,461 21.3 24,909 31.8

Ⅱ 固 定 資 産          

有 形 固 定 資 産             

 建 物           26,376 24,863  25,730

 構 築 物           792 663  716

 機 械 装 置           1,950 1,614  1,773

 船 舶           62 52  57

 車 両 運 搬 具           384 358  322

 工 具 器 具 備 品           539 487  502

 土 地           8,787 9,157  9,157

 有 形 固 定 資 産 計           38,893 48.8 37,197 42.9 38,259 48.8

無 形 固 定 資 産             

 借 地 権           2,894 2,894  2,894

 その他の無形固定資産 910 1,844  1,086

 無 形 固 定 資 産 計           3,805 4.8 4,739 5.5 3,981 5.1

投 資 等             

 投 資 有 価 証 券           1,986 16,974  2,182

 子 会 社 株 式           3,898 4,213  3,883

 長 期 貸 付 金           3,666 3,972  3,728

 そ の 他 の 投 資           3,090 2,977  3,120

 貸 倒 引 当 金           △ 1,743 △ 1,839  △ 1,739

 投資その他の資産計           10,899 13.6 26,298 30.3 11,176 14.3

固 定 資 産 合 計            53,597 67.2 68,234 78.7 53,417 68.2

資 産 合 計            79,722 100.0 86,696 100.0 78,326 100.0
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（単位百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の        

要約貸借対照表 
（平成 11 年 9月 30 日） （平成 12 年 9月 30 日） （平成 12 年 3月 31 日）

 

           期 別 

 

 科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 （ 負 債 の 部 ）         ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債          

営 業 未 払 金            5,072 5,931  6,113

短 期 借 入 金            4,688 4,594  4,602

未 払 金            155 137  82

未 払 法 人 税 等            647 776  295

前 受 金            502 565  320

預 り 金            1,209 1,491  1,116

賞 与 引 当 金            1,200 1,120  1,200

そ の 他            85 409  138

流 動 負 債 合 計            13,561 17.0 15,026 17.3 13,870 17.7

Ⅱ 固 定 負 債          

社 債            9,402 9,402  9,402

長 期 借 入 金            17,048 14,654  15,846

繰 延 税 金 負 債            956 4,211  990

退 職 給 与 引 当 金            3,393 -  2,602

退 職 給 付 引 当 金            - 2,797  -

役員退任慰労引当金            - 751  707

長 期 預 り 金            1,145 748  748

固 定 負 債 合 計            31,945 40.1 32,566 37.6 30,298 38.7

負 債 合 計            45,507 57.1 47,592 54.9 44,168 56.4

  

 （ 資 本 の 部 ）          

Ⅰ 資 本 金            11,100 13.9 11,100 12.8 11,100 14.2

Ⅱ 法 定 準 備 金             

資 本 準 備 金            5,563 7.0 5,563 6.4 5,563 7.1

利 益 準 備 金            2,340 2.9 2,426 2.8 2,382 3.0

Ⅲ 剰 余 金             

配 当 準 備 積 立 金            307 307  307

特 別 償 却 積 立 金            95 59  95

固定資産圧縮積立金            3,037 2,950  3,037

圧縮特別勘定積立金            50 -  50

別 途 積 立 金            8,394 9,194  8,394

中間（当期）未処分利益 3,325 2,339  3,226

剰 余 金 合 計            15,210 19.1 14,850 17.1 15,111 19.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 - 5,163 6.0 -

資 本 合 計            34,215 42.9 39,104 45.1 34,157 43.6

負 債 資 本 合 計            79,722 100.0 86,696 100.0 78,326 100.0

 



 3

（２）中間損益計算書 

（単位 百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の        

要約損益計算書 
自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

自 平成 11 年 4月 1 日

至 平成 12 年 3月 31 日

 

           期 別 

 

 科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

Ⅰ 営 業 収 益         ％ ％ ％

保 管 料            4,507 4,693  8,907

倉 庫 荷 役 料            2,397 2,692  4,970

港 湾 作 業 料            9,167 8,594  18,588

上 屋 保 管 料            640 550  1,239

運 送 料            10,751 11,263  21,824

不 動 産 賃 貸 料            3,152 2,998  6,171

そ の 他            3,280 3,764  6,865

営 業 収 益 合 計            33,897 100.0 34,557 100.0 68,567 100.0

Ⅱ 役 務 等 原 価          

作 業 直 接 費            18,386 18,854  37,527

賃 借 料            2,739 2,590  5,434

減 価 償 却 費            1,375 1,304  2,776

給 料 手 当            3,387 3,195  6,730

租 税            633 576  1,261

そ の 他            4,076 4,579  8,318

役 務 等 原 価 合 計            30,598 90.3 31,100 90.0 62,049 90.5

Ⅲ販売費及び一般管理費  

販売費及び一般管理費            2,174 6.4 2,205 6.4 4,398 6.4

営 業 利 益            1,124 3.3 1,252 3.6 2,119 3.1

Ⅳ 営 業 外 収 益          

受 取利 息及 び配当 金            654 368  800

役員退職引当金取崩            235 -  235

そ の 他            148 176  481

営 業 外 収 益 合 計            1,038 3.1 544 1.6 1,517 2.2

Ⅴ 営 業 外 費 用          

支 払 利 息            396 371  783

役 員 退 任 慰 労 金            235 -  235

そ の 他            182 196  587

営 業 外 費 用 合 計            814 2.4 568 1.6 1,606 2.3

経 常 利 益            1,348 4.0 1,228 3.6 2,031 3.0
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前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の        

要約損益計算書 
自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

自 平成 11 年 4月 1 日

至 平成 12 年 3月 31 日

 

           期 別 

 

 科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

Ⅵ 特 別 利 益          

退職給付信託設定益            - 4,937  -

外貨建長期貸付金為替差益 - 84  -

投資有価証券売却益            - 27  -

特 別 利 益 合 計            - 5,049 14.6 -

Ⅶ 特 別 損 失          

退職給付変更時差異一括 

償却費用 
- 5,701  -

投資有価証券評価損            - 138  -

ゴルフ会員権評価損            - 158  -

荷 役 機 器 等 除 却 損            - -  72

特 別 損 失 合 計            - 5,998 17.4 72 0.1

税引前中間（当期）純利益 1,348 4.0 278 0.8 1,958 2.9

法人税、住民税及び事業税 588 1.7 736 2.1 830 1.2

法 人 税 等 調 整 額            △ 94 △0.3 △ 678 △2.0 △ 86 △0.1

中間（当期）純利益            854 2.5 221 0.6 1,214 1.8

前 期 繰 越 利 益            814 2,117  814

過年度税効果調整額            △ 648 -  △ 648

税効果会計適用に伴う固定

資産圧縮積立金等取崩高 
2,305 -  2,305

中 間 配 当 額            - -  418

中間配当に伴う         

利益準備金積立額 
- -  41

中間（当期）未処分利益 3,325 2,339  3,226
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

前事業年度 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 3月 31 日 

事業年度の財務諸表作成のために採用

している会計処理の原則及び手続と異

なる会計処理の基準 
（１） 減価償却費は当中間会計期間末

の固定資産の年間減価償却費見

積額の１／２を計上しておりま

す。 
（２） 退職給与引当金繰入額は当事業

年度繰入見積額の１／２を計上

しております。 
（３） 法人税、住民税及び事業税は当

中間会計期間を一事業年度とみ

なして税法の規定を適用して算

出しております。 
 
たな卸資産以外の資産について、原価

基準以外の基準を採用している場合の

評価基準 
証券取引所に上場されている株式

は、移動平均法による低価法（洗い

替え方式）を採用しております。 
 
 
 
 
 

有形固定資産の減価償却の方法 
法人税法に規定する方法と同一の

基準による定率法によっておりま

す。ただし、平成１０年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。 
 なお、建物（建物附属設備を除く）

については、当中間会計期間から法

定耐用年数に合わせ耐用年数の短

縮を行っております。これに伴い、

前中間会計期間と同一の基準によ

った場合に比し、減価償却費は７６

百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益はそれぞれ

７６百万円少なく計上されており

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

定率法によっています。ただ

し、平成 10 年 4 月 1 日以降取

得した建物（建物附属設備は除

く）については定額法によって

おります。 

（２） 無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用期間（5 年）に基づく定

額法によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法

  取引所の相場のある株式 

移動平均法による低価法（洗い

替え方式） 

  それ以外の有価証券及び関係会社株

式 

移動平均法による原価法 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

法人税法に規定する方法と同一

の基準による定率法。 

ただし、平成 10 年 4月 1日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によ

っております。 

なお、建物（建物附属設備を除

く）については、当期から平成

10 年度の税制改正により短縮

された法定耐用年数に合せ耐用

年数の短縮を行っております。

これに伴い前期と同一の基準に

よった場合に比し、減価償却費

は１５２百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ１５２百万円

少なく計上されております。 

（２）無形固定資産 

法人税法に規定する減価償却と

同一の基準による定額法。 

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用期間（5 年）に基づく定

額法。 
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前中間会計期間 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

前事業年度 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 3月 31 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 
 
 

消費税等の会計処理方法 
税抜き方式を採用しております。 

 

 

 

３． 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

（２） 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるた

め、その支給見込額を計上して

おります。 

（３） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（5,701 百万円）については当

事業年度で一括償却を行い、当

中間会計期間の費用は、退職給

付信託 5,700 百万円を設定した

ため全額を特別損失に計上して

おります。 

（４） 役員退任慰労引当金 

役員の退任慰労金の支出に備え

るため、会社所定の基準に基づ

き計上しております。 

 

４． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 

５．その他 

（１）消費税等の会計処理方法 

  税抜方式を採用しております。 

 

 

３．引当金の計上基準 

（１）退職給与引当金 

従業員の退職金の支出に備える

ため、退職金規定に基づく自己

都合による期末要支給額の  

４０％相当額を計上しておりま

す。 

（２） 役員退任慰労引当金 

役員の退任慰労金の支出に備え

るため、会社所定の基準に基づ

き商法第 287 条ノ 2 の引当金を

計上しております。 

（３） 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、法人税法の規定に基づく

実績繰入率による繰入限度額の

ほか、個別の債権についても回

収可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

 

（４） 賞与引当金 

従業員の賞与支給にあてるた

め、その支給見込み額を引当計

上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 

５．その他 

  適格退職年金 

当社は昭和42年 7月 1日より従

来の退職金制度に上積みし、退

職金支給対象者を加入資格者と

して、適格退職年金制度を採用

しております。平成 10 年 6 月

30 日現在の年金資産の合計額

は、1,390 百万円であります。

また、過去勤務債務の掛金期間

は 13 年であります。 

 消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。

 



 7

追加情報 

 

前中間会計期間 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

前事業年度 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 3月 31 日 

（税効果会計） 

中間財務諸表等の改正により、当中

間会計期間から税効果会計を適用

しております。 

これに伴い、税効果会計を適用しな

い場合と比較して、中間純利益は 94

百万円多く、中間未処分利益は

1,751 百万円多く計上されておりま

す。 

 

 

（事業税） 

前中間期において「販売費及び一般

管理費」に含めていた「事業税」（当

中間期 125 百万円）は、中間財務諸

表等規則の改正により「法人税及び

住民税」（当中間期 462 百万円）に

含め、当中間期においては、「法人

税、住民税及び事業税」として表示

しております。 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

（退職給付会計） 

当中間会計期間から退職給付に係る会計基

準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 10 年 6

月 16 日））を適用しております。この結果、

従来の方法によった場合に比べ、退職給付

費用（特別損失を含む）が 5,699 百万円増

加し、営業利益、経常利益は 2百万円多く、

税引前中間純利益は、退職給付信託設定益

（特別利益）4,937 百万円を相殺後 761 百

万円少なく計上されております。 

 

（金融商品会計） 

当中間会計期間から金融商品に係る会計基

準（「金融商品に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1

月 22 日））を適用しております。この結果、

従来の方法によった場合に比べ、経常利益

は 269 百万円多く、税引前中間純利益は、

110 百万円多く計上されております。 

 また、期首時点で保有する有価証券の保

有目的を検討し、有価証券は投資有価証券

として表示しております。これにより流動

資産の有価証券は従来の方法によった場合

に比べ 5,782 百万円減少し、投資有価証券

は評価差額を加え 14,953 百万円増加して

おります。 

 

（外貨建取引等会計） 

当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等

会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準

の改訂に関する意見書」（企業会計審議会

平成11年10月22日））を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、

（税効果会計） 

財務諸表等規則の改正により、

当期から税効果会計を適用し

ております。 

この変更に伴い、税効果会計を

適用しない場合と比較して、繰

延税金資産 428 百万円（流動資

産）、繰延税金負債 990 百万円

（固定負債）が計上され、当期

純利益は 86 百万円多く、当期

未処分利益は 1,743 百万円多く

計上されております。 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ――――――― 
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税引前中間純利益は 84 百万円多く計上され

ております。 
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注記事項 

 

前中間会計期間 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 11 年 9月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 12 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 9月 30 日 

前事業年度 

自 平成 11 年 4月 1 日 

至 平成 12 年 3月 31 日 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

36,194 百万円 

２．担保資産 

担保に供している資産 

 8,945 百万円 

担 保 付 債 務             9,783 百万円 

上記の他、子会社の長期借入金

15,451 百万円に対して土地（帳簿価

額 692 百万円）を担保に供しており

ます。 

３．偶発債務 

他の会社の銀行他借入金等に対す

る保証債務      24,576 百万円 

従業員に対する銀行の住宅ローン

に関する保証債務  1,290 百万円 

受取手形裏書譲渡高   114 百万円 

４．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産その他に含め

て表示しております。 

 

（中間損益計算書関係） 

減価償却実施額 

有形固定資産    1,421 百万円 

無形固定資産      239 百万円 

 

(リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額 

3,332 百万円 

リース物件の減価償却累計額相当額 

2,204 百万円 

リース物件の中間期末残高相当額 

1,128 百万円 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内     429 百万円 

１ 年 超         699 百万円 

  合計    1,128 百万円 

支払利子込み法により算定してお

ります。 

支払リース料 

229 百万円 

減価償却費相当額 

229 百万円 

減価償却費相当額の算定方法は、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっておりま

す。 

 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

            38,441 百万円

２．担保資産 

担保に供している資産 

                   10,337 百 万

円 

担 保 付 債 務            8,006 百万円

上記の他、子会社の長期借入金

13,699 百万円に対して土地（帳簿

価額 692 百万円）を担保に供してお

ります。 

３．偶発債務 

他の会社の銀行他借入金等に対す

る保証債務     22,107 百万円

従業員に対する銀行の住宅ローン

に関する保証債務  1,311 百万円

受取手形裏書譲渡高  91 百万円

４．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産その他に含め

て表示しております。 

 

（中間損益計算書関係） 

減価償却実施額 

有形固定資産    1,345 百万円

無形固定資産      234 百万円

 

(リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額 

2,649 百万円 

リース物件の減価償却累計額相当額 

1,654 百万円 

リース物件の中間期末残高相当額 

  994 百万円 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内     318 百万円 

１ 年 超         675 百万円 

  合計      994 百万円 

支払利子込み法により算定してお

ります。 

支払リース料 

  184 百万円 

減価償却費相当額 

  184 百万円 

減価償却費相当額の算定方法は、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっておりま

す。 

 

（貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 37,280 百万円 

２．担保資産 

担保に供している資産 

         8,616 百万円 

担保付債務    9,104 百万円 

上記の他、子会社の長期借入金

14,575 百万円に対して土地（帳簿価

額 692 百万円）を担保に供しており

ます。 

３．偶発債務 

他の会社の銀行他借入金等に対する

保証債務     23,379 百万円 

従業員に対する銀行の住宅ローンに

関する保証債務   1,240 百万円 

受取手形裏書譲渡高  99 百万円 

４．消費税等の取扱 

   ――――――― 

 

 

 

 

（損益計算書関係） 

減価償却実施額 

有形固定資産   2,868 百万円 

無形固定資産     507 百万円 

 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額 

2,620 百万円 

リース物件の減価償却累計額相当額 

1,630 百万円 

リース物件の期末残高相当額 

  989 百万円 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内     340 百万円 

１ 年 超         649 百万円  

  合計     989 百万円 

支払利子込み法により算定しており

ます。 

支払リース料 

357 百万円 

減価償却費相当額 

357 百万円 

減価償却費相当額の算定方法は、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっておりま

す。 

 


